
 

  

国土交通省は、建設生産・管理システム部会の第１回を１０月２８日（月）に

開催し、発注関係事務の運用指針の改正案を中心に、建設生産・管理システム全

般の現状と今後の方針について議論を行います。 

令 和 元 年 １ ０ 月 ２ ４ 日 

大 臣 官 房 技 術 調 査 課 

国 土 技 術 政 策 総 合 研 究 所 

 

「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムの 

あり方に関する懇談会 建設生産・管理システム部会」 

令和元年度第１回を開催します 

   

 

 

国土交通省では、発注者の視点から今後の建設生産・管理システムのあり方及び諸課題への対応

方針についての検討・提言を行うことにより、社会資本の整備及び維持管理・更新を適切に実施し、

将来にわたって安全なインフラサービスを継続的に提供するシステムを構築することを目的に、「発

注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会」を設置していま

す。 

今回、上記懇談会の下に設置されている「建設生産・管理システム部会」の令和元年度第１回を開

催し、発注関係事務の運用指針の改正案を中心に、建設生産・管理システム全般の現状と今後の方針

について議論を行います。 

【日  時】 令和元年１０月２８日（月） １６：００～１８：００ 

【場  所】 東京都千代田区霞が関２丁目１−２ 

中央合同庁舎第２号館 共用会議室 ２Ａ・２Ｂ 

【委員名簿】 別紙のとおり 

【議  題】 品確法運用指針の改正案 等 

   【備  考】 ・本懇談会は公開です。（撮影は冒頭のみ可能です。） 

・傍聴にあたっての登録等は不要ですが、傍聴席には限りがあります。 

当日は１５：４５までに会場に直接お越し下さい。  

・本会議はペーパーレスで行います。原則、資料配付を行いません。 

会議資料は、10 月 28 日（月）12:00 までに下記ページに掲載予定ですので、 

傍聴に際しては、事前にノートパソコン・タブレット等の端末に資料を保存

の上ご持参いただく等、ペーパーレス化へのご協力をよろしくお願いいたし

ます。なお、会場で資料掲載ページを閲覧される場合は、ご自身で通信環境

をご用意ください。 

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/hatyusyasekininkondankai.html 

＜問い合わせ先＞         

大臣官房技術調査課      課長補佐 出口 桂輔  係長 鳥畑 一博 

TEL 03(5253)8111（内線 22334、22337) 

直通 03(5253)8220  FAX  03(5253)1536 
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発注者責任を果たすための 

今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会 
建設生産・管理システム部会 

 

委 員 名 簿 

 

大森 文彦 東洋大学法学部企業法学科 教授   

◎小澤 一雅 東京大学大学院工学系研究科 教授   

松本 直也 東日本建設業保証株式会社 理事  

野城 智也 東京大学生産技術研究所 教授  

渡邊 法美 高知工科大学経済・マネジメント学群 教授  

 

安藤 賢一 一般社団法人 日本建設業連合会 土木本部 公共積算委員会 施工部会長 

一色 眞人 一般社団法人 全国建設業協会 総合企画専門委員会 委員 

大野 達也 一般社団法人 プレストレスト・コンクリート建設業協会 副会長 

児玉 耕二 一般社団法人 日本建築士事務所協会連合会 副会長 

重永 智之 一般社団法人 建設コンサルタンツ協会 常任理事・技術部会長 

白石 薫 一般社団法人 日本橋梁建設協会 広報委員会幹事長 

須見 徹太郎 一般社団法人 全国地質調査業協会連合会 専務理事 

西村 修 一般社団法人 全国測量設計業協会連合会 特別委員 

久松 博三  一般社団法人 日本道路建設業協会 公共工事委員会 委員長 

 
◎は部会長  

※五十音順 




